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令和７年１２月
さくら福祉保健事務組合









令和　　年　　月　　日


（あて先）さくら福祉保健事務組合
管理者　五泉市長　田邊　正幸



所在地
申請者　団体名
代表者名　　　　　　　　　　　印


　さくら福祉保健事務組合病院の設置及び管理運営に関する条例（平成７年さくら福祉保健事務組合条例第１号）第１４条の規定により、南部郷厚生病院の指定管理者の指定を受けたいので申請します。





















（様式第1号）

南部郷厚生病院指定管理者申請
団体の概要書
令和　　年　　月　　日現在
	団体名
	


	所在地
	


	代表者名
	
	電話番号
	

	設立年月日
	
	メールアドレス
	

	従業員数
	

	設立趣旨
	






	組織体制
	






	主な業務内容
	







	財政状況
（過去３年間）
	年度
	令和４年度
	令和５年度
	令和６年度

	
	総収益
	
	
	

	
	総費用
	
	
	

	
	当期損益
	
	
	

	
	累積損益
	
	
	

	担当者連絡先
	氏名
	

	
	所属・役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



（様式第２号）

事業計画書（概要版）
	団体名
	

	代表者名
	



	【１．団体について】

	

	【２．基本方針について】

	

	【３．指定管理者としての適性について】

	

	【４．医療機能について】

	

	【５．施設の管理運営について】

	

	【６．収支計画について】

	



（様式第３号）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【１．団体について】

	１．団体の経営。活動方針

	

	２．五泉地域の医療の現状に対する考え方および将来の展望

	

	３．団体倫理・コンプライアンスの考え方

	

	４．収支バランス、コスト削減等の経営方針

	



（様式第３号-１）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【２．基本方針について】

	１．南部郷厚生病院が目指すべき役割

	

	２．病院運営の基本方針

	



（様式第３号-２）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【２．指定管理者としての適性について】

	１．法人が運営している医療施設の医療提供実績、経営状況について

	

	２．法人が運営している医療施設における医師、看護師などスタッフの充足状況

	

	３．医師確保における関係機関との連携や人的基盤の確立方策について

	

	４．法人が運営している他の医療施設との連携やサービス提供方針について

	



（様式第３号-３）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【３．医療機能について】

	１．診療科目の設定について

	

	２．病床機能と病床数に対する考え方

	

	３．保険診療収入や自費診療収入確保の考え方

	

	４．患者確保に向けての方策

	



（様式第３号-４）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【３．医療機能について】

	５．同一法人内の他施設との連携

	

	６．医師会や他診療機関との連携の方策

	

	７．地域医療の質の向上

	



（様式第３号-5）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【４．施設の管理運営について】

	１．施設、設備の維持管理方針

	

	２．事故防止体制、緊急時の対応

	

	３．防災に対する取り組み

	



（様式第３号-6）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【４．施設の管理運営について】

	４．利用者の意見を生かす取り組み

	

	５．その他施設の管理運営に関する提案

	



（様式第３号-7）

事業計画書
	団体名
	

	代表者名
	



	事業計画（別紙可）

	【５．自主事業等の提案について】

	１．病院の役割、機能などを踏まえた提案

	



（様式第３号-8）

指定管理者指定申請に係る申立書
令和　　年　　月　　日

（あて先）さくら福祉保健事務組合
管理者　五泉市長　田邊　正幸



所在地
申請者　団体名
代表者名　　　　　　　　　　　印


　南部郷厚生病院の指定管理者指定申請に際し、次の事項について虚偽でないことを申し立てます。

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定により、一般競争入札の参加停止、指名競争入札の指名停止などの措置を受けていないこと
②暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第2号に規定する暴力団または同条第6号に規定する暴力団員が経営する法人、暴力団員が実質的に経営を支配する法人もしくはこれらに準ずるもの（それらの利益となる活動を行うもの）でないこと
③法人の役員に、破産者で復権を得ない者または禁錮以上の刑に処せられその執行が終わるまで、もしくはその執行を受けることがなくなるまでの者が含まれていないこと
④直近3年間の法人税、消費税、地方税（都道府県民税、市町村民税、固定資産税・都市計画税、法人事業税、地方消費税）を滞納していないこと
⑤会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）または民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき更生または再生手続きをしていないこと
⑥地方自治法第244条の2第11項に基づき、他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、またはその取消しの日から3年を経過しないものでないこと
⑦労働関係法令に違反し、官公署から摘発・勧告等を受けていないこと
